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（１）調査の概要

本調査は、家庭から排出される「可燃ごみ」について、その組成を分析

し、ごみ組成や分別状況及び資源化可能物を把握することにより、前回調査

との比較を行うとともに、今後の廃棄物減量施策検討の基礎資料を目的に実

施しました。

また、今年度は地域の特性を把握するため木津地域、加茂地域、山城地域

の地域別に調査を実施しました。

サンプル収集日：１０月２９日（金）、３０日（土）〔木津地域〕

１１月１４日（土）〔加茂、山城地域〕

サンプル収集量：約８８３kg（約２６０世帯分）

木津地域 ５７０kg

加茂地域 １６２kg

山城地域 １５１kg

調 査 実 施 日：１１月 １日（日）〔木津地域〕

１１月１５日（日）〔加茂、山城地域〕

調査サンプル量：約４９７kg

木津地域 ２７０kg

加茂地域 １２１kg

山城地域 １０６kg

調 査 方 法：調査員２０名により、手作業で各項目へ分類

分 類 項 目：約１００項目

令和２年度可燃ごみ組成調査の結果について
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（２）指定ごみ袋の種類別使用割合

調査サンプルの排出に用いられた指定ごみ袋の使用割合は、表１－１のと

おりです。

４５ℓが最も利用されており、次いで３０ℓ、１５ℓと続きますが、１５ℓと

７ℓの使用割合は同程度であり、小さいサイズの需要が一定程度あることが

分かります。

また前年度と比較すると、４５ℓが減少し、３０ℓが増加していることか

ら、指定ごみ袋の減量によるサイズダウンが図られていることが考えられま

す。

《表１－１》

地域別に見ると、木津地域は３０ℓの利用が最も多く、また加茂・山城地

域は４５ℓの利用が最も多くなっており、特に山城地域は４５ℓの利用率がか

なり高く、７ℓの利用がかなり低くなっています。

《表１－２》

種 類
使用割合

増 減
令和元年度 令和２年度

４５ℓ ４１．３％ ３７．１％ ▲４．２％

３０ℓ ２５．０％ ３２．０％ ７．０％

１５ℓ １７．４％ １６．５％ ▲０．９％

７ℓ １６．３％ １４．４％ ▲１．９％

合 計 １００．０％ １００．０％ ―

種類 木津地域 加茂地域 山城地域

４５ℓ ３１．１％ ４０．０％ ６４．９％

３０ℓ ３５．２％ ２６．７％ １８．９％

１５ℓ １７．１％ １７．８％ １３．５％

７ℓ １６．６％ １５．５％ ２．７％

合 計 １００．０％ １００．０％ １００．０％
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（３）成分別の重量構成比 《表２－１》

重量構成比を比較すると、紙類が６％増加しているものの、構成比が高い

成分の順位は同様の傾向となっています。

【重量構成比の上位】

１位：厨芥類 ４０％（４１％）

２位：紙 類 ３２％（２６％）

３位：プラスチック類等 １２％（１２％）

《表２－２》

地域別に見ると、加茂地域は他の２地域と比べて紙類が多く、厨芥類がや

や少なくなっています。一方で、山城地域は紙類が少なく、厨芥類とその他

が多くなっています。

成 分 令和元年度 令和２年度 増 減

プラスチック類 １２％ １２％ ―

紙 類 ２６％ ３２％ ６％

繊 維 類 ７％ ５％ ▲２％

草木・木片類 ６％ ５％ ▲１％

厨 芥 類 ４１％ ４０％ ▲１％

ガラス・金属等 １％ １％ ―

そ の 他 ７％ ５％ ▲２％

合 計 １００％ １００％ ―

成 分 木津地域 加茂地域 山城地域

プラスチック類 １３％ ９％ １２％

紙 類 ３３％ ３８％ １６％

繊 維 類 ５％ ７％ ６％

草 木 ・ 木 片 類 ４％ ５％ ６％

厨 芥 類 ４０％ ３８％ ４６％

ガラス・金属等 １％ １％ １％

そ の 他 ４％ ２％ １３％

合 計 １００％ １００％ １００％
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（４）排出原単位に含まれる各成分の重量

表２－１の重量構成比から求めた、前年度との排出原単位に占める各成分

の重量は、表３のとおりです。

排出原単位が増加しているため、多くの成分で増量しています。特に、紙

類の増量幅が大きくなっています。

《表３》

注１）端数調整により、内訳と合計が一致しないことがあります。

注２）各年度の排出原単位の求め方は、前年度１０月分から当年度９月分までの可燃ごみ１年間の

排出原単位平均値です。

成 分 令和元年度 令和２年度 増 減

プラスチック類 ４５．６g ４７．４g １．８g

紙 類 ９９．１g １２３．０g ２３．９g

繊 維 類 ２５．８g ２０．１g ▲ ５．７g

草木・木片類 ２４．２g １６．９g ▲ ７．３g

厨 芥 類 １５３．４g １５５．２g １．８g

ガラス・金属等 ２．４g ４．２g １．８g

そ の 他 ２５．２g １８．０g ▲ ７．２g

合 計 ３７５．６g ３８４．８g ９．２g
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（５）各成分のうち、再生利用又は減量が可能な項目の状況

各成分のうち、再生利用や減量が可能な項目の状況は、表４－１のとおりです。

前年度とほぼ同様の数値となっており、まだまだ分別、再生可能なものが含まれております。

《表４－１》

《全体的な留意事項》

表４－１中、「ビニール・プラスチック容器包装」は、汚れている物を含んでいるため、全てが再生利用できるとは限りませんが、組成調査では汚れた時点が

不明であり更に詳細な分類が困難なため、汚れていなければ再生利用可能な物を全て集計しています。

《表４－２》

成 分 主な再生等が可能な項目 令和元年度 令和２年度 増 減

プラスチック類 ビニール・プラスチック容器包装 ２６．５g ２６．７g(6.9%) ０．２g

紙 類 再生可能な紙類 ４７．７g ５２．２g(13.5%) ４．５g

繊 維 類 再生可能な繊維類 ６．６g ６．９g(1.8%) ０．３g

厨 芥 類
手つかず食品 ３２．５g ３１．０g(8.1%) ▲ １．５g

一般厨芥類 １２０．９g １２４．２g(32.3%) ３．３g

ガラス・金属等 正しい分別で全量の減量が可能 ２．４g ４．２g(1.1%) １．８g

その他の再生利用が可能な項目の合計 ２４．２g １６．９g(4.4%) ▲ ７．３g

再生等が可能な項目の合計 ２６０．８g ２６２．１g １．３g

排出原単位に占める割合 ６９．４％ ６８．１％ ▲ １．３％

成 分 主な再生等が可能な項目 木津地域 加茂地域 山城地域

プラスチック類 ビニール・プラスチック容器包装 ７．６％ ５．５％ ４．３％

紙 類 再生可能な紙類 １４．６％ １５．８％ ５．９％

繊 維 類 再生可能な繊維類 １．４％ ３．６％ １．０％

厨 芥 類
手つかず食品 １５．１％ １３．７％ ２１．２％

一般厨芥類 ２５．１％ ２４．３％ ２４．８％

ガラス・金属等 正しい分別で全量の減量が可能 ０．１％ ０．０％ ０．１％

その他の再生利用が可能な項目の合計 ３．１％ ４．３％ ３．９％

再生等が可能な項目の合計 ６７．０％ ６７．２％ ６１．２％

地域別に見ると、山城地域は他の２地域と比べて紙類が少なく、厨芥類（手つかず食品）が多くなっています。
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（６）食品ロスの状況

ごみ全体に占める手つかず食品の割合は８．０％、食べ残しは７．５％で

あり、食品ロスの割合は１５．５％で前年度とほぼ同様でした。

《表５－１》

地域別に見ると、山城地域は手つかず食品、食べ残し共に他の２地域より

も多く、特に手つかず食品のうち家庭菜園由来の野菜・果実が高くなってい

ます。

《表５－２》

項 目
全体に占める割合

増減
令和元年度 令和２年度

手
つ
か
ず
食
品

賞味期限超過 ０．７％ １．２％ ０．５%

消費期限超過 ０．１％ ０．３％ ０．２%

賞味期限未到達 ０．２％ ０．２％ ―

消費期限未到達 ０．０％ ０．０％ ―

期限不明 １．４％ １．２％ ▲０．２%

野菜・果実（購入品）
６．２％

１．８％
▲１．１%

野菜・果実（家庭菜園） ３．３％

小計 ８．６％ ８．０％ ▲０．６%

食べ残し ６．４％ ７．５％ １．１%

食品ロス 計 １５．０％ １５．５％ ０．５%

一般厨芥類 ２５．８％ ２４．８％ ▲１．０%

厨芥類合計 ４０．８％ ４０．３％ ▲０．５%

厨芥類以外の計 ５９．２％ ５９．７％ ０．５%

合計 １００．０％ １００．０％ ―

項 目
全体に占める割合

木津地域 加茂地域 山城地域

手
つ
か
ず
食
品

賞味期限超過 １．２％ １．２％ １．５％

消費期限超過 ０．４％ ０．２％ ０．２％

賞味期限未到達 ０．２％ ０．０％ ０．１％

消費期限未到達 ０．０％ ０．０％ ０．０％

期限不明 １．３％ １．１％ ０．９％

野菜・果実（購入品） ２．４％ ０．５％ ０．７％

野菜・果実（家庭菜園） ２．３％ ４．２％ ７．７％

小計 ７．８％ ７．３％ １１．１％

食べ残し ７．３％ ６．４％ １０．１％

食品ロス 計 １５．１％ １３．７％ ２１．２％

一般厨芥類 ２５．１％ ２４．３％ ２４．８％

厨芥類合計 ４０．２％ ３８．０％ ４６．０％

厨芥類以外の計 ５９．８％ ６２．０％ ５４．０％

合計 １００．０％ １００．０％ １００．０％
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（７）成果指標の状況

成果指標は、目安に対する単年度の状況ではなく、中期的な傾向を検証することとしています。

手つかず食品の混入量が減少している一方、その他すべての項目が増加傾向となっております。

増加傾向の項目については、今後の動向を注視するとともに、重点的に減量の取り組みを進める必要があります。

また、本調査で減量している項目についても、抽出調査の結果であることを踏まえ、減量に向けた取組みを継続的に

実施する必要があります。

《表６》

注）「不法投棄の認知件数」の数値は、令和元年度は平成３０年度の実績です。また、令和２年度は、令和元年度の実績を記載しています。

成 果 指 標 単位 令和元年度
令和２年度

傾向
令和７年度

に目指す値目安 実績

古紙類等の混入量 ｇ／人・日 ５４．３ ２１．９ ５９．１ ↑ １２．３

一般厨芥類の重量 ｇ／人・日 １２０．９ １５８．３ １２４．２ ↑ １５４．９

他の分別(容器包装)の混入量 ｇ／人・日 ２６．５ ４．６ ２６．７ ↑ ０．０

他の分別(ガラス・金属等)の混入量 ｇ／人・日 ２．４ ０．３ ４．２ ↑ ０．０

手つかず食品の混入量 ｇ／人・日 ３２．５ ７．７ ３１．０ ↓ ４．３

廃プラスチックの重量 注１） ｇ／人・日 １９．１ １４．４ ２０．７ ↑ １４．２

不法投棄の認知件数 注２) 件 １３５ ９２ (１４２) ↑ ６３


